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第２７８回：周永康の黄昏 

 

 けさの全国紙に中国の習近平国家主席が進める反腐敗追放キャンペーンの最大の標的と見られていた

周永康（前党中央政治局常務委員）が無期懲役判決を受けたとの記事が掲載されている。各紙ヘッドライン

は、【周永康被告無期懲役】のあと、以下のように続けている。 

読売：【習政権権力基盤を誇示】 【腐敗摘発の姿勢強調】 

日経：【習指導部、動揺回避を優先】 【審理非公開 、一審で確定】 【電力閥への切り込み焦点】 

産経：【「大トラ退治」あっけなく終幕】 【党イメージ悪化懸念？ 裁判非公開】 

東京：【中国汚職 非公開裁判で判決】・・・ついでに朝日：【国家機密漏洩罪など】 

各紙の捉え方は様々だが、見逃してはならないポイントは、①あっけない終幕と、②非公開裁判だろう。

これで江沢民（元国家主席）グループへの掣肘が一段落したことから、今後のキャンペーン（＝権力闘争）

の焦点は、李鵬元首相一族が牛耳る電力閥への摘発の有無に移ろうが、習近平は口先では「腐敗摘発に

終わりはないと云いつつ、実質的にはここで矛を収めるだろう。 

中国では共産党の下に国家機関が置かれており、党員の犯罪については捜査、摘発、断罪に至る手順

が極めて複雑だ。周永康の牢屋入りが確定するまでの動きを要約すると、こんな感じかな。 

２０１２年：失脚した薄熙来（前党中央政治局委員）との関連疑惑で、秘密裏に周の調査開始（噂）。 

１３年末頃：軟禁状態に（噂）。 

１４年７月：党の取り調べ開始（公表）。 

同年１２月：党籍剥奪処分、検察官送致へ（公表）。 

１５年４月：検察当局が起訴（公表）。 

同年６月：無期懲役判決。 

薄熙来裁判との違いは、薄被告は山東省中級法院の無期懲役判決を不服として、同省上級法院に上訴

し、上級法院が棄却して刑が確定した。周永康がきのう天津市中級法院から受けた判決も無期懲役だった

が、彼は上訴しないそうだ。「出来レース」というか、何らかの司法取引があったことは間違いない。 

習近平は、これまで一貫して「トラもハエも容赦せず退治する」と大見得を切ってきたが、どうも云うことと、

やることがちぐはぐなようで、実にあっけない幕切れとなった。裁判開始時点では死刑判決を想定していた

に違いないが、途中から無期懲役に軌道修正したためか犯罪規模がずいぶん小さくなり、周被告がとりまき

連中から受け取った賄賂が邦貨換算で約２６億円、職権を乱用して国家に与えた経済損失は約３００億円で

「着地」した。ウワサでは周永康一族の不正蓄財は２兆円だったはずなのだが？ しかも判決文を読むと、

収賄の大半は妻子や一族郎党によるものとされており、周被告本人は「協力的な供述」が裁判所によって

高く評価されている。なんともξ（クサイ）判決文だ。 

周永康の犯罪には「国家機密保守法」違反も含まれており、彼は「絶対機密」に指定された書類５点と、

「機密」指定の書類１点を外部に持ち出したという。中国の密保守法第１０条に、「国家秘密的密級分為絶密、

機密、秘密三級」とあり、米大統領令の①Top Secret、② Secret、③Confidential にほぼ等しいようだ。 
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判決文では、ここで突然曹永正（５６）なる人物が登場する。むかしから周永康の金城湯池の石油業界に

出入している風水師のような人物で、曹氏の占いがよく当たることから「国師」と崇め奉る信者も多いとか。

その彼こそが周永康が機密書類を渡した人物だそうな。これまで周永康が外部に持ち出した機密書類とは、

彼の政敵である習近平、胡錦濤、温家宝たちの蓄財やマネーロンダリングに絡む書類だろうと見られてきた。

だから我々は米ＳＥＣが JPMorgan Chase に対し提出を求めた王岐山（党中央政治局常務委員）、高虎城

（商務相）、郭声琨（公安相）との関係を示す書類に注目し、米政府の情報源は周永康ではないかと疑って

いた。それがある日突然、周永康の周辺に左慈仙人のような超能力者が出現し、極めて深刻な安全保障に

係る問題が、テレビ時代劇「風雲なんとか武侠伝奇」のようなキワモノにすり替えられてしまった。 

習近平は前回の薄熙来の公開裁判で懲りたので、今回は何とか非公開にしたいと考え、国家機密を口実

にして非公開裁判としたのだろう。その一方で、国家最高機密が漏洩したと云う恥を満天下に晒したくないも

のだから、頭の毛が三本足りない怪しい占い師を登場させ、「調べてみたら、大した漏洩じゃなかったよ」と

判決文に書かせたのではと疑いたくなる。こんなドタバタを日本語で茶番劇、中国語で閙劇と呼ぶ。 

党内では江沢民をはじめ、依然として周永康を擁護する勢力があり、公開裁判に反対したようだ。習近平

政権内部でも、裁判で共産党中枢の腐敗まみれの実態や、権力闘争の内幕を国民に公開し、党のイメージ

が悪化することを警戒する声が強い。今後習近平はこれ以上のキャンペーンは行わないだろう。中国経済

に問題は山積、外交面ではアジアで孤立感を深めており、権力闘争にうつつをぬかす余裕はない。 

中国国営テレビは、周永康が白髪姿で罪状を認め、悔悟の念を表す姿を伝えているが、下手な手品では

あるまいし、黒髪が一気に白髪になるわけがない。拘置所で髪の毛を黒く染めるのが許されなかったのだ

ろう。判決の場面で、周永康の両脇に立つ看守は、薄熙来の時と同様に２メートル近い巨漢だった。看守の

身長も、周永康の髪の色も、彼をちっぽけで、貧相な悪人に見せるための小細工だ。因みに江沢民時代の

三巨頭の頭髪だが、現役時代は三人とも真っ黒に染めていたが、引退後は江沢民が茶色に染髪、朱鎔基

（元首相）は真っ白に戻し、李鵬（元委員長）は相変わらず黒髪と三人三様なのが、いとをかし。 

現役のチャイナセブンの平均年齢は６６歳、香炉峰に懸かる満月を簾越しに見るような王岐山氏を除き、

全員がふさふさの毛髪を有し、しかも全員が烏の濡れ羽色だ。アデランス疑惑は不詳だが、少なくとも髪を

染めているのは間違いなかろう。もしかして、これも国家機密なのかも。（了） 

 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。 

                                   平成２７年６月１２日  

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱UFJ信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 
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ご投資にあたっての注意事項 

手数料等およびリスクについて 

① 株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2420％（税込み）、最低3,240円（税込み）（売却約定代金

が3,240円未満の場合、約定代金相当額）の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得い

ただく場合には、購入対価のみをお支払いいただきます。国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生

じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8640％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。外国株式は、株価の変動および

為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0864％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.320％（税込み）、最

低2,700円（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金が必要となります。株価指数先物・株

価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそれ

があります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


